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1　事業の概要

２　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)
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ドクターヘリ運航事業

救急医療対策費施設・設備整備事業

合計 2.21 969,302 1,075,070 1,037,600

2,197

県の災害・救急医療体制についての専門家による連絡会を開催
災害医療関係者の資質向上のための研修会を開催
DMAT体制整備のための連絡会を開催、研修・訓練参加への支援

1.00 9,908 9,904 9,904

県メディカルコントロール協議会・分科会を１回開催
気管挿管再教育講習、ビデオ喉頭鏡追加講習の実施

0.30 963 2,197長野県メディカルコントロール協議会

災害医療体制整備事業

505,504

病院群輪番制病院の施設・設備整備に対し補助
医療施設等の耐震化又は補強に対し補助

0.05 114,061 176,486 176,486

ドクターヘリの運航に要する経費に対し補助
ドクターヘリの運航に係る無線局の電波利用料を支出

0.30 501,115 505,504

救急緊急医療費損失補てん事業

広域災害・救急医療情報システム運営事業

209

４施設の救命救急センターの運営費（給与費、材料費等）に対し補
助

0.30 299,785 337,255 299,785

救命救急センターの機能評価を行う救急機能評価委員会を開催 0.10 317 209長野県救急医療機能評価委員会運営事業

救命救急センター運営費補助金

2,363

長野県広域災害・救急医療情報システムの運営 0.13 40,790 41,152 41,152

医療機関が救急医療を提供した結果未収となった医療費に対し補
助

0.03 2,363 2,363

２年度

（人） （当初） （要求） （予算案）
No ２年度　実施内容（予定）

職員数 元年度
細事業名

予算要求からの主な変更点 ・救命救急センター運営費補助金：過去の執行状況を踏まえ減額

1,055,505

成果指標
設定理由

①　救命救急センターの充実度評価A以上の割合：100％を維持
②　気管挿管技能認定救急救命士再教育講習の累計受講者数：気管内チューブによる気道確保を行う際に必要な知識、技能を維持するた
め
③　長野県DMAT養成研修修了者数：大規模災害発生に備え、DMAT隊員の必要数を確保するため

指摘事項等への対応 　指 摘 事 項 ・ 意 見 　対　　応

 概算人件費 （Ｃ） 17,905 17,905 17,905 17,905

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円） 30年度 元年度 ２要求 ２予算案 指標及びその達成状況

1,075,070 1,037,600

 決　　算　　額（B） 789,913

概　算
人　件

費

 職員数（人） 2.21 2.21

 概算事業費（B（A）+C） 807,818 987,207 1,092,975

2.21 2.21

　その他 3,455 10 1,552 1,552

587,026
③

長野県DMAT養成研修
修了者数

308人 340人 382人

　県　債
②

気管挿管技能認定救急救命
士再教育講習の累計受講者
数

218人 249人 280名

①
救命救急センターの
充実度評価A以上の割合

100% 100% 100%

Aの
財源

　一般財源 418,629 450,712 467,757 449,022

　国庫支出金 399,341 518,580 605,761

予
算
額 補正予算 -14,711

合計（A) 821,425 969,302

当初予算 836,136 969,302 1,075,070 1,037,600 目標値 成果 達成状況
No 成果指標 30年度末

元年度末
（見込）

２年度前年度繰越

E-mail

目指す姿
　救急医療提供体制及び災害時の医療提供体制の確保

（主な実施内容： 救命救急センター運営支援、ドクターヘリ運航経費助成、病院施設・設備整備経費助成、長野県DMAT養成研修　など）

4-3 医療・介護提供体制の充実

８つの重点目標 健康寿命

事業番号 05 02 02 事業改善シート （２年度実施事業分） □当初要求　　■当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

現状
(予算編成時)

・救急医療体制の充実に不可欠である救命救急センターの運営状況は、慢性的な赤字状態にある。
・全県をカバーする広域救急搬送体制の確保のため、ドクターヘリの運航が効果的である。
・適切な救急医療を提供するためには、医療施設・設備の整備を行う必要がある。
・平成15年以降の救急救命士による処置範囲の拡大に伴い、その技術や知識の向上が必要である。
・県内外で発生した災害への対応を踏まえ災害時における医療体制の充実強化を図る必要がある。

２年度
予算額

1,037,600 千円

職員数 2.21 人

iryo@pref.nagano.lg.jp

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

総合的に展開する
重点政策

事　業　名 救命救急医療対策事業
部局 健康福祉部 課・室 医療推進課

実施期間 S54

監査

決算特別委員会

県民協働による事業改善


